
































・鉄鋼需要量は 1980 年代までは先進諸国が 80％以上を占めていたが、以降は途上国の
占めるシェアが増加し、2005 年には 9.2 億トンに達し、うち 57％を途上国が占めた。
また財別では、1950 年以降、建築物及び土木構造物が急激に増加し、合計で 52％を
占めるに至っている。 
・鉄鋼ストック量は過去 50 年に年率 4.0％で増加し 2005 年には 163.5 億トンに達し、
そのうち先進国が 60％を占めていることを示した。また財別では、耐用年数の長い
建築物及び土木構造物の合計のシェアが大きく 2005 年に 71％となった。  




ル、韓国や台湾で約 10 トン／人に達したが、その他の地域はすべて 4 トン／人未満
であった。 
第 5 章では、マテリアルストック・フローモデルのうち、サービス需要や鉄鋼需要
を推計する需要推計モジュールを構築し、2005～2050 年を対象に、サービスは 11 種、
財は 37 種の分類にて、35 地域区分の世界に適用した。また、サービス需要の管理、財
ストックの効率改善及び素材の高性能化の対策導入率の異なる 3 つのシナリオ（なり
ゆき、トレンド、対策）について分析した。主な結果は、次の通りである。 
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の変化比は、アジアやアフリカにて 10 倍以上となるものもあった。  
・世界の鉄鋼ストック量は 2050 年に 409～ 539 億トン（対 2005 年比  2.5～3.3 倍）
となり、いずれのシナリオでも建築物と土木構造物の合計のシェアが約半分であっ
た。増加量が最大であるのは増加量の 36～ 39％を占める建築物であった。世界の一
人あたり鉄鋼ストック量は対策を行うことにより、5.8 トン／人から 4.4 トン／人に
削減可能である。 
・世界の鉄鋼需要量は 2050 年に 20～30 億トン（対 2005 年比 1.7～ 2.6 倍）であり、







・鉄鋼需要強度は、地域により逆 U 字や N 字の形状となり、一人あたりストック量は、
















は、2005～2015 年は 55％程度であったが、老廃スクラップの回収率を 90％と見込む


































需要量は、なりゆきシナリオからそれぞれ 24％、33％削減可能となるが対 2005 年
比では 1.7～2.6 倍の増加となることが示された。また、最も削減に寄与する対策は
サービス需要の管理で 50％以上の寄与率であること、これにより鉄鋼の利用効率は
最大 1.5 倍改善され、二酸化炭素排出量は 2012 年から 66％削減されることを各種
対策の貢献度に関する定量的かつ詳細な設計により提示している。  
 
以上のように、本論文は、世界における物質利用の在り方を検討するにあたり、社会･
経済的変化に対する頑健性に富む手法を提案･検証したものであり、社会的重要性が高
く、また、その研究成果は、循環型社会を基盤とする世界の低炭素社会実現にも大きく
貢献するものであって、学術上、実際上寄与するところが大きい。よって、本論文は博
士（工学）の学位論文として価値あるものと認める。また、令和元年８月２１日、論文
内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格と認めた。  
 
 
 
